
令和６年３月
福井県総務部財政課

１．貸借対照表（ＢＳ）

貸借対照表は基準日時点における財政状態
（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表示したものです。

２．行政コスト計算書（ＰＬ）

一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したものです。
現金収支を伴わない費用や損失（減価償却費、各種引当金繰入額等）も
計上しています。

３．純資産変動計算書（ＮＷ）

純資産変動計算書は、一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を
表示したものです。

４．資金収支計算書（ＣＦ）

一会計期間中の現金の受払いを、「業務活動」、「投資活動」、
「財務活動」の区分により表示したものです。 1

財務書類の構成について
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貸借対照表（一般会計等）について
■ 貸借対照表（一般会計等）概要

資産の部 金額 負債の部 金額

固定資産 1,671,497 固定負債 943,662

事業用資産 222,894 地方債 839,653

インフラ資産 1,198,347 その他 104,009

その他 250,256 流動負債 71,837

流動資産 47,959 地方債 59,763

現金預金 22,358 その他 12,074

基金 22,761 負債の部合計 1,015,499

その他 2,840 純資産の部合計 703,956

資産の部合計 1,719,455
負債及び
純資産の部
合計

1,719,455

単位:百万円

【固定資産】
事業のために所有
している資産等

● 「事業用資産」
学校、博物館等
県民生活に関する
資産

●「インフラ資産」
道路等の社会
基盤となる資産

【流動資産】
１年以内に現金化し
うる資産

● 「現金預金」

●「基金」
基金残高のうち、
予期しない支出に
備えるため積立て
ているもの

【固定負債】
流動負債以外の
負債

●「地方債」
令和６年度以降に
返済する地方債

【流動負債】
１年以内に支払う
べき負債

●「地方債」
令和５年度に返済
する地方債

【純資産】
資産の総額か ら
負債額を差し引いた
正味の財産

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある。
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貸借対照表（一般会計等）について
■ 貸借対照表（一般会計等）資産の構成

行政目的別には、道路等の「生活インフラ等」が
約9,710億円 と約 ７割を 占めて おり、 次い で
農 業 施 設 や 産 業 振 興 施 設 等の 「 産 業 振 興 」 が
約2,609億円と約２割を占めています。

資産の合計は約1兆7,195億円であり、
学 校 や 博 物 館 等 の 「 事 業 用 資 産 」 と
道 路 等 の 「 イ ン フ ラ 資 産 」 が 約 8 割 を
占めています。
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貸借対照表（一般会計等）について
■ 貸借対照表（一般会計等）負債の構成

負債は合計で約 1兆155億円であり、道路
や学校などの公共施設等を整備するための借
入である「地方債」が約9割を占めています。

■ 資産老朽化比率について
資産老朽化比率（資産の取得価格に対し、減価

償却累計額の占める割合）が６０％を超えています。

県民１人あたり、2,276千円の資産がある一方、
1,344千円の借金（負債）があります。

昨年度から資産は33千円増加し、負債は13千円
増加しました。

■ 県民１人当たり資産・負債等について

資産 負債

2,276
（2,243）

1,344（1,331）

純資産
932（912）

※Ｒ４年３月末住民基本台帳人口により算出。（ ）内は昨年度。

単位:千円

取得価格 減価償却累計額 資産老朽化比率

建物 332,014百万円 217,071百万円 65.4%

 事業用 269,795百万円 171,410百万円 63.5%

 インフラ 62,219百万円 45,661百万円 73.4%

工作物 2,817,794百万円 1,842,238百万円 65.4%

 事業用 18,471百万円 12,916百万円 69.9%

 インフラ 2,799,323百万円 1,829,322百万円 65.3%

合計 3,149,808百万円 2,059,309百万円 65.4%

行政コスト計算書（一般会計等）について
■ 行政コスト計算書（一般会計等）概要

科目 金額 科目 金額

経常費用 432,029 臨時損失 5,763

人件費 113,318 災害復旧費 4,982

物件費等 134,134
投資損失
引当金繰入額 －

移転費用 178,615
損失補償等
引当金繰入額 －

その他 5,961 その他 781

経常収益 12,444 臨時利益 328

使用料及び手数料 5,062 資産売却益 87

その他 7,383 その他 241

純経常行政コスト
（経常収支） 419,585 純行政コスト 425,020

単位:百万円
【経常費用】
日常の行政サービス
にかかるコスト

● 「人件費」
職員給与費等

●「物件費等」
施設運営費や維持
補修等
※減価償却費を含む

●「移転費用」
扶助費（生活保護
費等）や他団体等
への補助費等

【経常収益】
日常の行政サービス
実施の財源となる
収益

● 「使用料及び手数
料」
施設の使用料や旅
券発給手数料等

【臨時損失】
災害等により臨時に
発生するコスト

● 「災害復旧費」
災害発生時の
復旧にかかる費用

●「投資損失引当金
繰入額」
出資法人等に対す
る出資が回収不能
となるリスクへの
備えとしての引当

● 「損失補償引当金
繰入額」
第三セクター等へ
の損失補償のうち
将来負担が見込ま
れる額を引当

【臨時利益】
● 「資産売却益」
資産を売却した
ことに伴う収益

5※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある。



行政コスト計算書（一般会計等）について
■ 経常費用概要
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経常費用の合計は約4,320億円であり、扶助費

や補助費等の「移転費用」が最も大きな割合を

占め、約1,786億円（約40％）となっています。

次いで「物件費等」が、約1,341億円（約
30％）となっています。

■ 県民１人当たりの行政コスト

日常的な行政サービスの提供にあたり、
県民１人あたり、572千円負担しています。

Ｒ4 Ｒ3 差額

人件費 150 140 ＋10

物件費等 178 173 ＋5

移転費用 236 239 △3

その他（経常費用） 8 11 △3

合 計 572 563

単位:千円

※Ｒ３、R４年３月末住民基本台帳人口により算出

単位:百万円
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純資産変動計算書（一般会計等）について

前年度末純資産残高 696,777

本年度中の変動額 7,179
純行政コスト △425,020
財源 425,522

税収等 306,195
国県等補助金 119,327

その他 6,677

本年度末純資産残高 703,956

【純行政コスト】
行政コスト計算書の純行政コスト

→純資産の減少要因

【財源】
県税や国庫補助金等

→純資産の増加要因

【その他】

県保有資産の評価変動による差額や寄
附、除却等による資産残高の変動額
→純資産の減少要因

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある。



資金収支計算書（一般会計等）について
■ 資金収支計算書（一般会計等）概要 単位:百万円
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科目 金額 科目 金額

業務支出 378,868 財務活動支出 64,141

業務費用支出 199,946 財務活動収入 64,126

移転費用支出 178,923 財務活動収支 △15

業務収入 419,133 資金収支額 3,172

臨時支出 4,982
前年度末資金
残高 14,959

臨時収入 2,495
本年度末資金
残高 18,131

業務活動収支 37,778
本年度末歳計外現
金残高 4,227

投資活動支出 101,593
本年度末現金預金
残高 22,358

投資活動収入 67,002

投資活動収支 △34,591

【業務活動収支】
日常的な行政サービ
スの実施に要する収
入と支出のほか、投
資活動や財務活動以
外の取引による現金
の収支

【４年度の状況】
県税などの業務収入
が業務支出を上回っ
ており、収支差額は
プラス

【投資活動収支】
固定資産の売却によ
る収入や固定資産の
取得のための支出な
どによる現金の収支

【４年度の状況】
国庫補助金や資産
売却等の収入に対し
資産取得に要した支
出が多く、収支差額
はマイナス

【財務活動収支】
県債の発行による
収入や県債の返済
のための支出など
による現金の収支

【４年度の状況】
県債の発行などに
よる収入が県債の
返済などの支出
より少なく、収支差
額はマイナス

【資金収支額】
収支差額を合計した
金額であり、歳計現
金の増減額を示すも
の

【４年度の状況】
資金収支額はプラス
であり、歳計現金が
増加

【本年度現金預金残高】
歳計外現金を加えた現金預金残高

※百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある。


